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内部統制システム基本方針 
 

日本ペイントホールディングス株式会社 

 
１．当社の内部統制システム整備に関する基本的な考え方 

当社は、上場持株会社として、その子会社の自主性および自律性を尊重しつつ、当社および当社子

会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という。）全体の健全かつ適法な事業運営を確保す

るため、本方針に基づき、当社グループの内部統制システムを構築し、その整備・運用状況を継続

的に評価し、必要な改善措置を講じる。 

また、当社は、経営環境の変化等に応じて本方針を継続的に見直し、より一層実効性のある内部統

制システムの整備・運用に努める。 

 

２．執行役の職務執行に関する事項 

（１）効率性の確保 

(a) 当社取締役会は、法令・定款の定めによる事項、株主総会からの委任事項、当社グループの経営

に関する戦略的重要事項を除き、代表執行役共同社長に業務執行の決定権限を委譲する。代表

執行役共同社長間の職務分掌や担当領域については、その中核を当社取締役会で定めた上、詳

細の設計および運用は代表執行役共同社長に委ねることで、執行の効率性を確保する。 

(b) 代表執行役共同社長は、当社グループの地域または事業グループ毎の子会社群（以下「パートナ

ー会社グループ」という。）の長に、各パートナー会社グループの業務執行の権限と内部統制シ

ステムの運用責任を委ね、その長が、事業経営に注力する体制を確保する。 

(c) 当社取締役会は、当社グループ全体を網羅する中期経営計画を策定し、代表執行役共同社長は

パートナー会社グループの長と緊密に情報交換の上、計画目標の達成度や予算の使用状況等に

ついて取締役会に報告する。 

（２）関連情報の保存・管理 

当社は、法令および当社規程等に基づき、執行役および関係役職員の職務執行に関する各種情

報をそれぞれの重要性を考慮の上、適切に保存・管理するとともに、取締役が必要に応じて適

宜、当該情報を閲覧できる環境を整備する。 

 

３．企業集団の業務適正確保に関する事項 

（１）グループ運営体制 

(a) 当社は、支配会社からの独立性を確保し、同社と取引を行う際には、独立社外取締役が過半数を

占める当社の取締役会において承認を得る等の手続を適正に行い、同社との関係の公正性、適

正性を確保する。 

(b) 当社は、純粋持株会社として、子会社の自主性および自律性を尊重しつつ、重要案件の事前承認

制、重要なリスク顕在化事項の適時報告体制などを通じて、必要な経営管理を行うことでグル

ープ全体の業務の適正を確保する。 

(c) 前項のほか、当社は、重要な子会社に関しては、その取締役会や経営会議等の重要会議に代表執

行役共同社長およびその他の執行役が参加することで、重要な子会社の業務執行を監督する。 

(d) 当社は、パートナー会社グループの長の評価にあたっては、財務的要素に加えて、内部統制に関

する責務の達成度等の非財務要素も勘案し、パートナー会社グループの長の選解任に係る権利

を適切に行使する。 

(e) 当社は、内部監査機能を担う監査部を設置し、各パートナー会社グループにおける内部監査部

門とも連携して、当社グループの内部統制システムの実効性を監視する。 

（２）リスクマネジメント体制 

(a) 当社は、リスクマネジメントの最上位責任者を代表執行役共同社長とし、同責任者は、パートナ

ー会社グループの長による自主点検等、自律的リスクマネジメントをベースに全体を統括して、

当社取締役会にて、当社グループの経営や事業の遂行にともなう重要リスクの管理状況を報告

する。 

(b) 当社は、一定の影響度を持つリスク顕在化事項については、代表執行役共同社長が、適時に各パ
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ートナー会社グループから報告を受ける体制をとる。 

(c) 当社は、代表執行役共同社長を座長として、グローバルリスクマネジメント委員会を開催し、当

社グループの重要リスクの管理およびリスクマネジメント（ガバナンス、コンプライアンスを

含む）に関する内部統制システムの継続的な見直しや整備について審議を行う。 

（３）コンプライアンス体制 

(a) 当社は、当社グループすべての役職員（取締役、執行役、執行役員、監査役およびその他の従業

員等。以下「当社グループの役職員」という。）がコンプライアンス、倫理およびサステナビリ

ティに関して遵守すべきグローバル行動規範を制定する。また、当社は、当社グループの役職員

が事業の推進に際してこの行動規範を尊重して行動することを求め、自主点検等を通じて行動

規範の遵守体制をモニターする。 

(b) 当社は、金融商品取引法等に従い、適正な財務報告等を実施できる体制を整備する。 

(c)  当社は、国内外を問わず、当社グループの役職員が当社グループ内におけるコンプライアンス

違反やその可能性を発見した場合に、不利益を受けることなく、当社グループが設置した社内

外の内部通報窓口に通報または相談できる体制を整備し、適正に運用する。また、内部通報窓口

の運用状況について、当社の取締役会および監査委員会に定期的に報告する。 

 

４．監査委員会の職務執行等に関する事項 

（１）補助担当部門の設定と独立性確保 

(a) 当社は、監査部を監査委員会の職務補助担当部門とし、同部は、監査委員会の事務局業務を担当

するほか、監査委員会の指示に基づき、監査を実施する。 

(b) 監査委員会は、監査部長の任命、評価、異動、懲戒等について、事前に同意する権限をもつ。ま

た、監査部の基本方針、監査計画の内容および予算の策定に関する事前同意権限を有するとと

もに、必要に応じて、監査部に対して具体的な指示を行うことができる。なお、監査委員会が監

査部に対して指示した監査に関する事項が、代表執行役共同社長からの指示と相反する場合、

監査委員会の指示が優先する。 

（２）監査委員会への報告体制 

(a) 監査委員会は、当社グループの役職員から定期的に自己の職務の状況について報告を受ける。 

(b) 当社は、当社グループの業務または財産に重大な損害をおよぼす恐れがある事態（法令違反や

重大事故を含む。）を認識した当社グループの役職員が、監査委員会および監査部に対し、遅滞

なく報告する体制の整備を行う。また、それ以外の事項についても監査委員会および監査部か

ら要請があれば、速やかに報告する体制を整備する。 

(c) 監査委員会は、会計監査人に会計監査の状況やその他会計上の重要な事項について定期的に、

または、遅滞なく報告することを求める。 

(d) 当社は、監査委員会や監査部に報告を行った者、内部通報制度を通じて報告を行った者に対し

て不利な取扱いを行うことを禁じる規程を定めるとともに、それが遵守されるよう、周知徹底

を行う。 

（３）監査委員会の監査の実効性確保 

(a) 監査委員会は、代表執行役共同社長と定期的な会合を持ち、監査上の重要事項等について意見

交換を行い、監査の実効性を高める。また、代表執行役共同社長は、監査委員会の要請に基づき、

監査に関わる各種体制や環境の整備を行う。 

(b) 監査委員会は、監査部および当社グループの監査役、内部監査部門等と連携して、当社を中心と

したグループ監査体制を整備する。 

(c) 監査委員会が選定する監査委員および監査部長は、監査委員が重要と認める会議に出席し、そ

れらの会議資料や議事録、重要な決裁記録等を確認し、監査する。 

(d) 当社は、監査委員会の職務執行に必要な費用を全額負担する。 

 

以 上 


